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道内景気は、持ち直しの動きが鈍化している。

需要面をみると、個人消費は、一部の耐久消費財に持ち直しの動きがみられるものの、昨

年の東日本大震災による特需の反動から飲食料品の販売が減少するなど、総じて弱い動きと

なっている。住宅投資は需要の弱さから低水準で推移している。公共投資は、国や地方公共

団体の予算の制約から減少している。輸出は米国やアジア向けなどが増加している。

生産活動は、国内需要の回復から持ち直している。雇用情勢は、有効求人倍率、新規求人

数ともに改善している。企業倒産は、件数、負債総額ともに減少している。
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①個人消費～弱い動き

３月の大型小売店販売額（既存店ベース、

前年比▲０．３％）は、４ヶ月連続で前年を下

回った。

百貨店（前年比＋４．０％）は、衣料品、身

の回り品、飲食料品が前年を上回った。スー

パー（同▲１．５％）は、衣料品、身の回り品

が前年を上回ったが、主力の飲食料品やその

他の品目が前年を下回った。

コンビニエンスストア（前年比▲０．１％）

は、６ヶ月ぶりに前年を下回った。

②住宅投資～２ヶ月ぶりに前年を下回る

３月の新設住宅着工戸数は、１，７３９戸（前

年比▲１９．５％）と２ヶ月ぶりに前年を下回っ

た。利用関係別では、持家（同▲１７．３％）、

貸家（同▲１７．０％）、分譲（同▲３２．５％）い

ずれも前年を下回った。

平成２３年度（昨年４月からの累計）では、

３１，５７３戸（前年度比＋５．５％）と２年連続で

増加した。利用関係別では、持家（同

＋２．０％）、貸家（同＋９．７％）、分譲（同

＋４．２％）いずれも前年を上回った。

道内経済の動き
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③鉱工業生産～生産は４ヶ月連続の上昇

３月の鉱工業生産指数は、前月比では

＋０．１％と２ヶ月ぶりに上昇し、前年比では

＋２．５％と４ヶ月連続で上昇した。

業種別では、前年に比べ食料品工業やパル

プ・紙・紙加工品工業などが低下したが、輸

送機械工業や金属製品工業、窯業・土石製品

工業などが上昇した。

④公共投資～４ヶ月連続の減少

３月の公共工事請負金額は、１，０４２億円

（前年比▲１８．７％）と４ヶ月連続で前年を下

回った。

発注者別では、国（同▲２２．５％）、北海道

（同▲４３．７％）、市町村（同▲４１．５％）いずれ

も前年を下回った。

平成２３年度（昨年４月からの累計）では、

請負金額７，４９６億円（前年度比▲８．５％）と前

年を下回った。

⑤雇用情勢～持ち直しの動き

３月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．５４倍となり、前月比は横ばい、前年比で

は０．１ポイント上昇した。前年比は２６ヶ月連

続の上昇となった。

新規求人数は、前年比５．８％の増加とな

り、２６ヶ月連続して前年を上回った。業種別

では、卸売業、小売業（前年比▲１１．８％）な

どが減少したが、サービス業（同＋２５．４％）

や建設業（同＋４４．０％）、医療、福祉（同

＋８．８％）などが増加した。

道内経済の動き

― ２ ―北洋銀行 調査レポート ２０１２年６月号
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⑥来道客数～３ヶ月振りに前年を上回る

３月の来道客数は、８９２千人（前年比

＋３５．１％）と３ヶ月振りで前年を上回った。

昨年の東日本大震災による落ち込みから回復

傾向にある。

平成２３年度（昨年４月からの累計）では、

１０，７２２千人（前年度比▲４．０％）と前年を下

回った。

⑦貿易動向～輸出は３ヶ月連続の増加

３月の道内貿易額は、輸出が前年比８．７％

増の３６３億円、輸入が同２７．０％増の１，５６６億円

となった。

輸出は、石油製品などが減少したが、自動

車の部分品や鉄鋼などが増加し３ヶ月連続で

前年を上回った。

輸入は、原油・粗油や石油製品などが増加

して２７ヶ月連続で前年を上回った。

⑧倒産動向～件数、負債総額ともに減少

４月の企業倒産は、件数が４１件（前年比

▲２１．２％）、負債総額が６３億円（同▲４２．７％）

となった。前年に比べ件数は３ヶ月ぶりに減

少し、負債総額は２ヶ月連続で減少した。

業種別では、建設業１８件、卸売業６件、

サービス・他６件などとなった。

道内経済の動き

― ３ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１２年６月号
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各調査項目は前年同期に比べ概ね改善

し、雇用動向に久々の明るさがみられ

た。

１．雇用の現状

雇用人員判断DI（「過剰企業の割合」

－「不足企業の割合」）は前年同期より

１０ポイント改善してマイナス７となり、

５年ぶりに不足感が強まった。

２．新規採用状況

今春、「新卒者を採用した企業」（３９％）

は前年より７ポイント上昇した。

３．今後１年間の従業員の増減見通し

「増員する企業」（２１％）が「減員する

企業」（１５％）を上回り、雇用方針DIは

プラス６となった。前年同期（プラス

３）より３ポイント上昇し、人員確保の

動きが続いている。

調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業取引先の経営動向
把握。

調査方法
調査票を配付し、郵送または電子メールにより回
収。

調査内容
平成２４年度の新規採用と雇用動向について

判断時点
平成２４年４月中旬
本文中の略称
雇用人員判断DI
「過剰企業の割合」－「不足企業の割合」
雇用方針DI
「従業員を増員する割合」ー「従業員を減員す
る割合」

地域別回答企業社数

業種別回答状況

企業数 構成比 地 域
全 道 ４５５ １００．０％
札幌市 １９０ ４１．８ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ９７ ２１．３
道 南 ３６ ７．９ 渡島・檜山の各地域
道 北 ６０ １３．２ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部

道 東 ７２ １５．８ 釧路・十勝・根室・網走の各地域

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ７１１ ４５５ ６４．０％
製 造 業 １８９ １１５ ６０．８
食 料 品 ６２ ３９ ６２．９
木 材 ・ 木 製 品 ３２ ２１ ６５．６
鉄鋼・金属製品・機械 ４８ ３０ ６２．５
そ の 他 の 製 造 業 ４７ ２５ ５３．２
非 製 造 業 ５２２ ３４０ ６５．１
建 設 業 １３９ ９９ ７１．２
卸 売 業 ９５ ６５ ６８．４
小 売 業 １０４ ６６ ６３．５
運 輸 業 ５４ ３０ ５５．６
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３３ １９ ５７．６
その他の非製造業 ９７ ６１ ６２．９

特別調査

雇用動向にいくぶん明るさ
平成２４年度道内企業の新規採用と雇用動向

要 約

調 査 要 項

― ４ ―北洋銀行 調査レポート ２０１２年６月号
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〈表１〉項目別の要点

（項 目） 要 点

�従業員の過不足感 卸売業（＋１２）、小売業（＋３）を除く８業種で不足感

�新規採用状況
採用企業（３９％）は７ポイント上昇。「採用数増加」企業は２３％、
「採用数減少」企業は８％

�新規採用内定者の評価 「良い人材を採用できた」企業（４６％）は前年比１０ポイント低下

�採用予定人数に対しての充足率 「予定通り」の企業（７９％）が８割弱

�採用する際の重視項目 「積極性」（８２％）、「責任感」（７３％）、協調性（６６％）の順

�企業の新規採用決定要因
「年齢構成の改善」（５４％）、「業績推移を重視」（４１％）、「人手不足
への備え」（３４％）の順

�新規採用実施企業の中途採用計画
（３９％、１７７社）

「必要あれば実施」（６２％）は前年同率

	新規採用しなかった企業の理由
（６１％、２７８社）

「現従業員で十分」（５５％、１５２社）、「随時、中途採用」（４４％、１２２
社）が上位


今後一年間の従業員の増減見通し
鉄鋼・金属製品・機械製造業（＋２３）など製造業（＋６）で人員
確保の動き強い

＜図１＞雇用人員判断DI ＜図２＞新規採用企業数（％）

特別調査

― ５ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１２年６月号
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＜図3＞従業員の過不足感 
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＜図4＞新規採用状況 
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50

14

12 16

36
64

8

28

39
61

7 4

18 3

35
65

14

26 12

45
55

7

11 55

21
79

34

58
42

12 12

24 7

36
64

5

 

61
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�良い人材を採用できた ４６
（５６）

３４
（６１）

２５
（７３）

６７
（８０）

４０
（３３）

１１
（４３）

５０
（５４）

５４
（６１）

４３
（３８）

４４
（４６）

３３
（７１）

６４
（１３）

５２
（７６）

�従来と変わらない ５２
（４２）

６６
（３５）

７５
（２７）

３３
（２０）

６０
（３４）

８９
（５７）

４７
（４４）

４０
（３９）

５２
（５０）

５６
（５４）

５０
（２９）

３６
（８７）

４８
（２４）

�良い人材を採用できず ２
（２）

－
（４）

－
（－）

－
（－）

－
（３３）

－
（－）

３
（２）

６
（－）

５
（１２）

－
（－）

１７
（－）

－
（－）

－
（－）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�予定どおり ７９
（８５）

８３
（９２）

７３
（９１）

１００
（８０）

７９
（１００）

８９
（１００）

７８
（８２）

８５
（９０）

８５
（８８）

８２
（８２）

１００
（８６）

６０
（７５）

５９
（７１）

�９割台 ６ ３ － － ７ － ６ ９ ５ ４ － １０ ９

�７～８割台 １０ ７ １８ － ７ － １２ ３ ５ １４ － １０ ３２

�５～６割台 ２ ５ － － ７ １１ １ － － － － １０ －

�３～４割台 ２ ２ ９ － － － ２ － ５ － － １０ －

�１～２割台 － － － － － － － － － － － － －

�１割未満 １ － － － － － １ ３ － － － － －

〈表２〉新規採用内定者の評価
（単位：％）

（ ）内は前年実績

〈表３〉採用予定人数に対しての充足率
（単位：％）

（ ）内は前年実績
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�積極性
①
８２
（８０）

①
８５
（７５）

①
９２
（７３）

①
７５
（６０）

②
８１
（６０）

①
９１
（１００）

①
８１
（８２）

①
８７
（７８）

①
８８
（９４）

①
８３
（８８）

③
７１
（６３）

②
７３
（７５）

①
７１
（８１）

�責任感
②
７３
（７４）

②
７５
（７１）

６７
（８２）

①
７５
（６０）

①
８８
（６０）

６４
（７１）

②
７３
（７５）

②
７８
（８１）

③
６８
（８２）

②
７２
（５８）

①
８６
（７５）

②
７３
（６３）

②
６７
（８１）

�協調性
③
６６
（６７）

③
７２
（６１）

③
７５
（６４）

①
７５
（８０）

５６
（４０）

①
９１
（５７）

③
６４
（６９）

③
７３
（７８）

５６
（７１）

４８
（５８）

①
８６
（７５）

②
７３
（６３）

②
６７
（６７）

�誠実性 ６５
（６１）

７０
（４６）

②
８３
（５５）

④
６３
（６０）

③
６３
（４０）

③
７３
（２９）

６３
（６５）

６０
（６３）

②
７６
（５９）

５５
（７１）

４３
（８８）

②
７３
（７５）

②
６７
（５２）

�コミュニケーション能
力 ４８

（４９）
４３
（４３）

５８
（２７）

３８
（２０）

２５
（６０）

５５
（７１）

５０
（５０）

４１
（５０）

４８
（３５）

③
６２
（５４）

２９
（５０）

②
７３
（６３）

５０
（５２）

�一般常識 ４７
（４９）

４３
（２５）

５０
（１８）

３８
（２０）

４４
（２０）

３６
（４３）

４８
（５５）

３５
（５３）

５２
（４７）

３８
（４６）

④
５７
（６３）

①
９１
（６３）

５４
（６７）

�自立性 ２４
（２８）

１７
（１４）

８
（９）

２５
（－）

１９
（２０）

１８
（２９）

２７
（３１）

２７
（２２）

４０
（４１）

３１
（４２）

２９
（１３）

１８
（１３）

１３
（３８）

	専門知識 １８
（２２）

１９
（２５）

８
（９）

３８
（２０）

１９
（４０）

１８
（４３）

１７
（２１）

３０
（２５）

８
（６）

１０
（１７）

１４
（１３）

９
（－）

２１
（４３）


リーダーシップ １１
（９）

６
（７）

８
（－）

１３
（２０）

－
（－）

９
（１４）

１２
（９）

１６
（１３）

４
（－）

２１
（８）

１４
（１３）

９
（１３）

４
（１０）

�地元出身者である ９
（１２）

１１
（２１）

１７
（１８）

１３
（６０）

６
（－）

９
（１４）

８
（９）

１１
（１６）

８
（１２）

３
（８）

１４
（１３）

９
（－）

８
（－）

�学業成績 ８
（５）

４
（４）

８
（－）

－
（２０）

６
（－）

－
（－）

９
（６）

１１
（６）

８
（６）

２１
（８）

－
（－）

－
（－）

－
（５）

公的資格がある ７
（４）

２
（－）

－
（－）

－
（－）

６
（－）

－
（－）

８
（６）

１４
（６）

－
（－）

３
（８）

－
（１３）

－
（－）

２１
（５）

�その他 ２
（３）

２
（４）

８
（－）

－
（－）

－
（－）

－
（１４）

２
（３）

－
（－）

４
（６）

３
（４）

－
（－）

－
（－）

－
（５）

〈表４〉採用する際の重視項目（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位 （ ）内は前年実績
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�年齢構成の改善を図
る

①
５４
（４６）

①
５８
（４６）

①
６４
（４６）

２２
（２０）

①
６５
（６０）

①
６７
（５７）

①
５３
（４６）

①
６０
（４３）

①
５４
（５９）

①
５８
（５４）

②
４０
（７５）

２５
（１４）

①
４８
（２９）

�業績の推移を重視
②
４１
（４５）

②
４４
（４６）

②
４３
（３６）

②
４４
（４０）

②
４７
（４０）

③
４２
（７１）

②
４０
（４５）

②
５０
（４０）

３１
（５９）

③
３９
（４２）

－
（１３）

①
５０
（７１）

②
３６
（４８）

�将来の人手不足に備
える

③
３４
（３１）

３３
（２９）

１４
（３６）

①
５６
（４０）

③
４１
（２０）

２５
（１４）

③
３４
（３２）

③
４３
（４３）

２３
（２４）

３３
（２５）

①
６０
（５０）

２５
（１４）

③
３２
（２９）

�人材確保の好機であ
る ３０

（３６）
１９
（４３）

１４
（７３）

２２
（４０）

１８
（２０）

２５
（１４）

③
３４
（３４）

２５
（３３）

②
４２
（２９）

②
４２
（３８）

２０
（３８）

②
４２
（２９）

２８
（３３）

�生産販売部門の強化
を図る ２５

（２７）

③
４０
（４６）

②
４３
（２７）

②
４４
（１００）

２９
（２０）

②
５０
（５７）

１９
（２２）

１３
（１７）

②
４２
（３５）

１８
（２１）

－
（－）

８
（１４）

１６
（３３）

�退職者の補充にとど
める ２２

（２１）
１７
（１４）

３６
（－）

１１
（２０）

１２
（４０）

８
（１４）

２４
（２２）

２０
（１７）

１９
（２９）

２７
（２５）

２０
（２５）

②
４２
（４３）

２４
（１４）

�事業の拡大を図る １８
（１３）

１４
（７）

１４
（９）

２２
（－）

６
（２０）

１７
（－）

１９
（１５）

１８
（３）

１９
（１８）

２１
（１７）

２０
（２５）

８
（－）

２４
（２９）

	景気動向を重視 １３
（１９）

１２
（７）

７
（－）

１１
（２０）

６
（２０）

２５
（－）

１４
（２２）

１８
（２０）

４
（１２）

１５
（２１）

－
（１３）

④
３３
（７１）

８
（２４）


その他 ２
（－）

２
（－）

７
（－）

－
（－）

－
（－）

－
（－）

２
（－）

３
（－）

－
（－）

３
（－）

－
（－）

－
（－）

４
（－）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�必要あれば随時、中途
採用をする

６２
（６２）

６１
（５９）

６７
（６０）

５７
（８０）

６０
（６０）

５６
（４３）

６２
（６３）

５９
（５５）

６７
（５３）

６６
（６７）

４０
（３８）

７３
（８６）

５９
（８１）

�中途採用はしない １０
（８）

２
（８）

－
（１０）

－
（－）

７
（－）

－
（１４）

１３
（８）

１５
（６）

１９
（１８）

１７
（８）

－
（１２）

－
（－）

５
（５）

�未定 ２８
（３０）

３７
（３３）

３３
（３０）

４３
（２０）

３３
（４０）

４４
（４３）

２５
（２９）

２６
（３９）

１４
（２９）

１７
（２５）

６０
（５０）

２７
（１４）

３６
（１４）

〈表５〉企業の新規採用決定要因（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位 （ ）内は前年実績

〈表６〉新規採用実施企業の中途採用計画
（単位：％）

（ ）内は前年実績
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�現従業員で十分
①
５５
（５８）

①
５７
（５５）

①
５８
（５９）

①
５８
（５０）

①
５７
（５５）

①
５３
（５０）

①
５５
（５９）

①
５３
（５４）

①
７１
（７３）

②
４６
（５３）

①
６５
（６１）

①
６３
（６０）

②
４２
（５６）

�随時、中途採用する
②
４４
（４７）

②
３７
（４８）

②
４２
（５６）

②
２５
（２０）

②
４３
（５０）

②
３３
（５０）

②
４６
（４７）

②
４１
（４３）

②
３９
（３９）

①
５４
（５０）

②
６１
（７４）

③
２５
（４０）

①
５０
（４６）

�パート・アルバイトを
活用する

③
１９
（１８）

③
２５
（２３）

③
２５
（３３）

１７
（２０）

２１
（１０）

②
３３
（２５）

１７
（１６）

５
（５）

１７
（５）

③
３４
（４２）

－
（－）

②
３８
（４０）

③
２４
（２３）

�採用する余裕がない １８
（２１）

１７
（２０）

８
（１１）

②
２５
（４０）

③
２９
（５）

１３
（３５）

③
１９
（２１）

③
２７
（２８）

③
２０
（２４）

１１
（１６）

９
（９）

③
２５
（４０）

１６
（１３）

�教育・訓練に時間がか
かる １２

（１１）
１２
（４）

８
（４）

－
（－）

２１
（５）

２０
（５）

１２
（１３）

１７
（１９）

２
（１２）

１４
（１３）

９
（９）

１３
（２０）

１６
（５）

�募集したが、人材がい
なかった ４

（４）
３
（４）

４
（７）

－
（－）

７
（－）

－
（５）

４
（５）

７
（５）

２
（２）

３
（５）

－
（４）

－
（－）

８
（８）

�その他 ２
（２）

６
（３）

８
（４）

８
（－）

－
（５）

７
（－）

１
（２）

－
（３）

－
（２）

－
（５）

－
（－）

－
（－）

３
（－）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

	増加する ２１ ２５ ２３ ２０ ３０ ２４ ２０ １８ １９ １４ ２０ １６ ３０


変わらない ６４ ６３ ６９ ７５ ６３ ４４ ６５ ６４ ６３ ７４ ７０ ７３ ５４

�減少する １５ １２ ８ ５ ７ ３２ １５ １８ １８ １２ １０ １１ １６

雇用方針DI（A－C） ６ １３ １５ １５ ２３ △８ ５ ０ １ ２ １０ ５ １４

前年同時期DI ３ １ ５ △１９ １６ △７ ４ △１ △２ ５ １７ ６ １０

〈表７〉新規採用しなかった企業の理由（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位 （ ）内は前年実績

〈表８〉今後１年間の従業員の増減見通し
（単位：％）

特別調査

― １０ ―北洋銀行 調査レポート ２０１２年６月号
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今回の調査では、技術承継や年齢構成是正の必要から新規採用に踏み切る企業が増加する

など、企業の雇用に対する姿勢は前向きなものとなりました。しかし同時に、雇用環境の好

転に伴い内定者の評価や採用予定人数に対する充足率は低下しています。また新卒者は教

育・訓練に時間がかかるため、多くの企業では並行して経験者を中途採用することで即戦力

の人材を確保しようとしています。

以下に企業から寄せられました生の声を紹介いたします。

＜食品製造業＞ パート職員の応募はあるが

面接に来ないケースが散見される。経営上、

人材の安定確保が重要なため、定着しそうか

どうかを主眼に置いて新規採用を行う。

＜製菓業＞ 中小企業庁「新卒者応援プロジ

ェクト」終了の影響は大きい。零細企業にと

って新卒者は即戦力であり採用の失敗は許さ

れないため、大きな費用負担なしに半年間適

性を見られることや、相思相愛の状態で採用

できることは大変魅力的だった。今後は中途

採用中心にならざるをえない。

＜乳製品製造業＞ 数年おきに新卒募集を行

っているが、地方の中小企業の悲しさか期待

するレベルの学生からの応募が乏しい。

＜木製品製造業＞ 技術者は年功序列ではな

くやる気のある人を積極的に引き上げたい。

従業員数は適正だが、高齢化しているため若

い人の採用を考えなければならない。

＜金属製品製造業＞ バブル崩壊後、採用は

中途採用のみだった。しかし高齢化が進み技

術承継が急務となったため今年から１～２名

の新卒採用を行う。

＜農業資材製造業＞ 様々な面で世代間ギャ

ップを埋める試みが必要だ。中間管理職がそ

の役割を果たすことになるが、非常に苛酷な

作業になると思う。

＜板金工事業＞ 札幌で高卒者を募集したも

のの応募がなく残念だ。結果として他の都市

で採用し、札幌勤務とさせた。

＜内装工事業＞ 今後、得意分野である耐震

化工事が注目されると思われる。あらゆる

オーダーに対応できるような技術者の育成、

また伝統技術の承継を考え、新規採用を積極

的に進めたい。

＜設備工事業＞ 業績が悪い中での新規雇用

は厳しいが、将来的に技術承継や職人不足が

問題になると思われるため、定期的な採用を

続けたい。

＜建設業＞ 受注環境を考えると安易な人員

増はできないが、今春は１０数年ぶりに１名採

用予定である。年齢構成に大きな歪みが生じ

ているため徐々に是正を図る。

経営のポイント

中途採用で即戦力の人材確保に意欲
〈企業の生の声〉

― １１ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１２年６月号
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＜建設業＞ 採用しても教育に時間がかか

り、受け入れる余裕がない。また、不足人員

を補充しても繁忙期以外は過剰となるため通

年では確保できない。

＜建設業＞ 業界は最近、学生からの人気が

ない。土木、建築それぞれの新卒採用枠を今

後数年にかけて設けるので、各大学への企業

アピールを継続する。

＜建設業＞ 定年制の廃止や再雇用制度によ

り雇用期間が長くなる中、新卒採用をする余

裕がない。しかし将来を考えるとなるべく早

く着手しなければならず、ジレンマに陥って

いる。

＜食材卸売業＞ 昨年は内定辞退が相次ぎ、

秋に二次募集を実施した。採用環境が厳しい

今こそ良い人材を確保できる。女子学生の元

気さが目立つ。

＜包装資材卸売業＞ 最近の新卒者は積極性

や責任感に乏しく教育訓練に時間がかかるた

め、即戦力になる人材を求めている。

＜業務用機器卸売業＞ 女性が働きやすい職

場作りを推進しており、女性管理職を育成す

るための研修などを行っている。

＜靴卸売業＞ 生産工場のグローバル化や販

売チャネルの多様化など、環境の変化に対応

して仕事のあり方を積極的に変えられる人材

が必要だ。

＜作業用品卸売業＞ 多少教育に時間がかか

っても若手の採用を行い、経費節減と年齢構

成の改善を図る。ハローワークや助成金制度

も活用する。

＜鋼材卸売業＞ 道外大手の参入などで受注

競争が激化しており、安値受注、安値発注の

流れが強まっている。そのような中、前向き

に新規採用を行うという雰囲気ではない。

＜コンビニエンスストア＞ 上がり続ける社

会保険料により人件費率が高まり、十分な雇

用が難しい。

＜メガネ店＞ 専門技術の習得に時間を要す

るため、研修について来られる熱心な人材を

選ぶ。

＜作業用品店＞ 出店ペースの加速に伴い新

卒採用を増やす。新卒だけでは教育に時間が

かかるため、店長候補の中途採用も並行して

行う。

＜食品小売業＞ 昨年は震災によるスケジ

ュールの混乱で思うような人数を採用できな

かった。今年も新卒採用の活動期間短縮化に

より混乱が見られるが、昨年よりは増加させ

たい。

＜食品スーパー＞ 出店地域における地元出

身者を中心に採用したいと考えるが、大卒者

については全道ベースでの採用となってい

る。

経営のポイント

― １２ ―北洋銀行 調査レポート ２０１２年６月号
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＜調剤薬局＞ 薬学部の６年制課程の設置に

伴い、直近２年間は薬学生の採用は大変少な

かった。今春が６年制初の卒業生となるが、

卒業延期等もあり実際に薬剤師として入社で

きる人はまだまだ少ないと思われる。

＜書店＞ 学生アルバイトから社員に登用す

る優先採用制度を行っている。数年間の実務

経験をするため、会社が求める人材を採用で

きる。

＜靴店＞ 医療機関や老人施設への営業を強

化したい。一度に多くの人数は雇用できない

が、良い人材を獲得できたと思う。

＜運輸業＞ 大型免許が必要かつ荷物が特殊

なため、経験のない人を採用することは難し

い。よって必要に応じて随時中途採用してお

り新卒採用はほぼ不可能だ。

＜観光ホテル＞ パート職員を減らして正社

員を増加させ、企業活性化や売上増加への期

待をかける。

＜都市ホテル＞ 業界の経営環境は厳しく余

剰人員を抱えることはできない。ますます即

戦力を重視せざるを得ない。

＜自動車整備業＞ 外国人２名が勤務中だ

が、勤勉で戦力になっている。近々帰国する

ため補充として高卒生を新規採用した。

＜廃棄物処理業＞ 有資格者・経験者を中途

採用しているが、買い手市場の中で優秀な人

材を確保できている。定年後の再雇用制度に

より従業員の高齢化が進んでおり、労働効率

をいかに高めるかが課題である。

＜マンション分譲＞ 専門的な業務内容が多

いため新規採用者の教育期間が長く、現状で

は余裕がない。

＜建設コンサルタント＞ 売上減少のため従

業員数を半減させたものの、昨春以降、売上

増加により人員不足となった。しかし今後の

見通しは不透明なため、増員はせず現状で乗

り切る予定である。

＜建設機械器具リース＞ 資格保有者、経験

者を中途採用している。現状では増員する経

営環境にないが、今後は復興需要をにらみつ

つ検討したい。

経営のポイント

― １３ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１２年６月号
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― １４ ―北洋銀行 調査レポート ２０１２年６月号

１．はじめに

長引く全世界的な不況、急激に変動する為替相場や原油価格、東日本大震災の影響など、日本

を取り巻く経済情勢は刻々と変化しながらも依然として厳しい状況が続いています。大企業は勿

論のこと中小企業においても、求められるニーズに対し柔軟に変化し続ける企業運営が求められ

ていますが、業績が低迷している会社の経営者が本気で経営改善や経営革新を行うためには、そ

れなりの検討時間や資金が必要となります。

停滞を続ける日本経済の中で、特に中小企業は厳しい状況に置かれていると判断し、平成２１年

１２月４日に「中小企業者等に対する金融の円滑化を図るための臨時措置に関する法律（以下、中

小企業金融円滑化法）が平成２３年３月末までの時限立法として施行されました。この法律は、中

小企業等が金融機関から借入金の返済猶予等の条件変更（リスケジュール）を受けやすい環境を

作ることで、中小企業等の資金繰りを支え、その間において経営の建て直しを促進させることを

目的としたものです。

その後も、リスケジュールに対する需要は依然として強いと判断した金融庁は、同法の期限を

平成２４年３月まで延長し、さらに今回、平成２５年３月末まで再延長となりました。

金融庁によると、同法施行日から平成２３年９月までにリスケジュールを申し出た企業数は２４９

万社に上り、そのうち２２８万社がその適用を受けたとのことであり、実に９割を超える水準とな

っております。

その一方で、民間の信用情報会社によると、返済猶予を受けた中小企業等が経営改善、経営再

建に至らず、事実上破綻に陥るケースが急増しているとの報告がなされており、当初より、単な

る延命措置に終わるのではないかという点が憂慮されておりましたが、その懸念が一部現実のも

のとなってきております。

中小企業等において経営改善、経営再建が進まない原因は何か、中小企業の経営者にとって優

先的に取り組まなければならないことは何かについて、税務会計や経営コンサルティングの指導

現場を通じて感じ得た、非常に重要と思われるポイントを以下に述べていきたいと思います。

２．なぜ実際には中小企業において経営改善が進まないのか？

中小企業金融円滑化法の施行により、中小企業等からのリスケジュールの申し入れに対して、

金融機関側にはこれまで以上に丁寧な対応が求められており、一方、中小企業側にも「経営改善

計画の策定」と「その着実な実施」が求められております。さらに、同法の再延長においては、

真の意味での経営改善につながる支援を強力に推し進めるべく、金融機関側に「取引先の経営課

題の把握、分析」「最適なソリューションの提案、及び実現可能性の高い経営再建計画の策定支

援」「進捗状況の適切なフォローアップ」等を行うよう求めています。

本来、経営改善計画は金融機関から求められて作成するものではなく、中小企業側が自ら作成

経営のアドバイス

中小企業における経営改善のポイントについて
株式会社 むらずみ経営
経営コンサルティング事業部
マネージャー 津田 浩志
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経営のアドバイス

― １５ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１２年６月号

すべきものですが、実際には、経営改善計画の策定作業の大部分について顧問税理士や中小企業

診断士といった専門家に任せてしまうケースや、専門家がいない場合には出来上がったものは形

式的な単なる義務の結果としての経営改善計画書になり、計画は「絵に描いた餅」となってしま

います。

経営者自らが自社の将来を真剣に考えて経営改善計画を作成し、計画と実態に乖離がないかど

うかを常にチェックすべき体制を構築しなければなりませんが、現場を見る限りにおいて、なか

なか簡単には行きません。

では、なぜ中小企業において経営改善が進まないのか？

経営改善に至らない多くの企業に共通する原因をあげてみたいと思います。

① 代表者の危機意識がない。

② 過去の業績好調時の人員体制、営業姿勢、経営思想に固執している。

③ 経営改善計画書を作成していない、又は作成できない。

④ 経営陣と管理職、一般職員間におけるコミュニケーションがとれていない。

⑤ 各人が問題を感じているが、解決に向けて動いておらず、陰で不平不満を言う。

⑥ 業績進捗状況の報告や経営改善策を検討する場（経営会議等）がない。

このような企業においては、リスケジュールが実行されても期間満了時に経営改善が実現でき

ておらず、会社としての方向性が見出せておりません。このままでは中小企業金融円滑化法の最

終期限後は一層厳しい状況に置かれてしまうこととなります。経営改善や経営再建は一刻を争い

ますので、早めの対応が急務となります。

３．どのように経営改善を行うべきか

会社の状況、周囲を取り巻く環境の違いにより、多少の違いはあるとは思いますが、本当の意

味での経営改善を実現し、健全な企業への復帰を目指す為に必要な手順をあげてみたいと思いま

す。

① 自社の経営の実態を把握する

・現実を直視したくないという経営者の考えを払拭し、自社の「数字」を冷静に検証するこ

とが必要です。

・その際に、過年度決算書、勘定科目内訳書、総勘定元帳、原始証憑をベースに過年度決算

内容の個別検証を行います。資産において、例えば売掛金で長期にわたり不良化している

債権がないかどうか、陳腐化している在庫がないかどうか、有価証券や不動産などで大幅

な含み損を抱えているものはないかどうか、仮払金等で中身が不明瞭なものはないかどう

かをチェックし、本当に資産価値を有するものかどうか実態の把握に努めます。
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② 同業種同規模の黒字企業と比較し、自社の強み弱みを把握する

・赤字企業と比較しても意味がありませんので、顧問税理士等より同業種、同規模における

黒字企業平均値の数字データを入手し比較資料を作成します。数字上での強み、弱みを把

握します。

・売上原価において粗利益は適正に確保できているか、販売費及び一般管理費についてもム

リ、ムダがないかどうかを検証します。多くの場合、黒字企業と比較して負担割合の高い

項目がありますので、これらをしっかり把握しておきます。

③ 経営改善計画を立案する

・会社の方向性を共有するため、社長と経営幹部、規模によっては従業員も一緒に計画を立

案することが重要です。

・自社の強みをどのように伸ばすか、弱みをどのように克服するか、自社を取り巻く市場と

自社内部の分析を行い、経営戦略の方向性を確認します。

・個々の売上先別、担当者別等の採算性の向上を検討します。

売上取引先毎の個別利益率を検証した結果、場合によっては取引金額が大きくても採算性

が悪い取引先であれば取引を解消する必要性も出てきます。

また、適正な粗利益を確保するための原価管理を徹底するために、仕入先や外注先への単

価交渉や取引業者の変更を検討する必要性も出てきます。

・負担割合の高い経費項目について、更なる削減の余地がないかどうか個別に検証します。

・余程の要因がない限り、売上の向上に過度に期待する経営改善計画は、根拠性が乏しいも

のとなりますので注意が必要です。

④ 経営改善の進捗管理を行う

・経営改善計画を実践するために、最も重要なポイントとなります。

・毎月、全役員や幹部社員出席のもとで、経営改善会議の開催を定例化し、改善に向けた議

論の「場」を作ります。

・前月までの月次損益の状況を把握した上で、今後の売上予測、資金繰予測に関する情報を

経営幹部内で共有し、先行管理体制を構築します。

・場合によっては、全社員への業績報告を定例化し、全社員一丸となった経営改善風土を構

築します。

・月次決算体制へ移行し、取引銀行への月次業績報告を定例化させ、取引銀行からの信用を

得るようにします。ここにおいて顧問税理士の協力体制は非常に重要なものとなります。

以上の手順により経営改善を行う為には、自社単独では難しい局面もあるかと思います。顧問

税理士や中小企業診断士といった専門家の協力を得ながら、自社の分析を行い、しっかりとした

根拠性を有する経営改善計画を立案し、月次の進捗管理に関する会議においては、会議の進行役

をお願いし、業績報告様式、資金繰報告様式などの作成について予め協力を仰ぐのも良い方法か
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と思われます。

４．具体的な経営改善の事例について

ここでは、以前に経営改善のコンサルティングを実施したX社の事例をご紹介します。

【X社の企業概要】 （経営改善コンサルティング受託当時のデータ）

・年商 約３億５千万円

・業種 サービス業

・業歴 ２０年

・従業員数 ２４名（役員含む）

【経営改善コンサルティングに至るまでの経緯】

・平成２０年度決算において、売上が対前年比１７．１％の大幅な減少。

・外注依存型の体質が改善されず、限界利益率が更に悪化。

・過年度売上好調時のままの人員体制。

・経営会議などは開催されず、経理担当者のみが資金繰りに奔走。

・取引金融機関に対しても、根拠性に乏しい売上計画の説明のみ。

・平成２０年度決算にて、繰越欠損金が約７５，０００千円、借入総額が１６０，０００千円まで増加。

・取引銀行に対する短期資金借換交渉も不調に終わり、事実上自力での資金調達が不可能

な状況。

支払手形の期日決済が目前に迫る中、事態は一刻を争う状況となっていましたので、直ちに前

述の手順により作業を進めていきました。

①「自社の経営の実態を把握する」

・簡易財務デューデリジェンス（事前調査による適正評価）を実施。

・資産内容を中心に過年度総勘定元帳、原始証憑によるデータの信憑性を確認。

②「同業種同規模の黒字企業と比較し、自社の強み弱みを把握する」

・業界黒字平均値と比較した変動損益分析を実施（次表の通り）。

・変動費項目である外注費比率、及び固定費項目である人件費比率で異常値を示した。
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項 目 平成１９年度決算 平成２０年度決算 業界平均値

実績値 構成比 実績値 構成比 実績値 構成比

①売上高 ４２０，１５０１００．０ ３４８，５００１００．０２３３，９２７１００．０

②変動費（外注費等） ２５５，６２０ ６０．８ ２１８，２０９ ６２．６１３１，４９１ ５６．２

③限界利益（①－②） １６４，５３０ ３９．２ １３０，２９１ ３７．４１０２，４３６ ４３．８

⑤人件費 １２８，１７９ ３０．５ １２２，３５４ ３５．１ ５６，１９０ ２４．０

⑥減価償却費 ３，３２０ ０．８ ３，８７４ １．１ １，９８０ ０．８

⑦賃借料・地代家賃 ３，４２３ ０．８ ３，２１８ ０．９ ５，９６２ ２．５

⑧その他経費 ３２，３０３ ７．７ ３３，９１６ ９．７ ３１，４６３ １３．４

⑨固定費合計（⑤＋⑥＋⑦＋⑧） １６７，２２５ ３９．８ １６３，３６２ ４６．９ ９５，５９５ ４０．９

⑩営業利益（③－⑨） －２，６９５ ─ －３３，０７１ ─ ６，８４１ ２．９

⑪その他損益 －６，７９２ ─ －６，２５８ ─ ０ ０．０

⑫税引前利益（⑩＋⑪） －９，４８７ ─ －３９，３２９ ─ ６，８４１ ２．９

⑬付加価値額（⑫＋⑤＋⑥）（月平均） １０，１６８ ─ ７，２４２ ─ ５，４１８ ─

⑭役職員数 ２７ ─ ２４ ─ １０．４ ─

⑮一人当り売上高（①÷⑭）（月平均） １，２９７ ─ １，２１０ ─ １，８７４ ─

⑯一人当り付加価値額（⑬÷⑭）（月平均） ３７７ ─ ３０２ ─ ５２１ ─

⑰一人当り人件費（⑤÷⑭）（月平均） ３９６ ─ ４２５ ─ ４５０ ─

⑱格差（⑯－⑰）（月平均） －１９ ─ －１２３ ─ ７１ ─

【変動損益分析】 Ⅹ社

（単位：千円）

※業界平均値は平成２０年度ＴＫＣ経営指標の同業種黒字企業平均（売上規模１億円～５億円未満）のデータを引用
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平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度
売上高 ３２５，１００ ２６２，３２０ ２４０，６００
粗利益率 ４１．９％ ４４．５％ ４８．８％
経常利益 ２２，３００ １２，８５０ １７，５００
借入金残高 １４５，０００ １３９，０００ １３０，０００

【Ⅹ社の業績推移】 （単位：千円）

③「経営改善計画を立案する」

・自社の強み、弱みの把握、市場と内部要因の把握、経営戦略立案（SWOT分析）。

・売上先別、人員別の採算性を検討。一部、不採算取引先については、取引を解消。

・原価部門を中心に作業フローを見直し、作業の内製化を進める。

・案件別外注依存度を精査。外注業者との単価引下げ交渉、業者変更作業。

・旧態依然の人員体制を見直し、不採算部門における一部役職員退職。

役員報酬を引下げ、一般職員給与水準は現状維持。人員は対前年比７名減少。

・以上の措置により、本件コンサルティングフィーを捻出、万が一に備え代表者の生命保険料

を確保。

・支払手形について、振出残高を極力減少させるよう指示。

・売上環境は厳しいため、粗利益率の向上、人件費圧縮を軸に５ヵ年経営改善計画を立案、損

益計画及び資金計画を作成。

・経営改善計画策定後、当初借入額が半分程度にまで返済が済んでいた某金融機関へ借換交渉

実施。計画の根拠性が認められ借換が成功し、差し迫った支払手形決済は無事完了。

④「経営改善の進捗管理を行う」

・毎月、全役員出席のもと、経営改善会議を開催。

・前月までの月次損益状況を確認、今後の売上予測、資金繰り予測に関する情報を共有し、業

績先行管理を行う。

・月次決算体制へ移行し、取引銀行への月次業績報告を定例化。

当初３ヶ月間は代表者に同行し取引銀行へ説明、その後は代表者のみで対応。

以上のコンサルティングを実施した結果、その後は下記の通りの業績推移となりました。

平成２３年度で債務超過状態から脱却しており、その後も順調に回復基調となっております。

コンサルティング以前と比較して、経営者自身も数字面について非常に強くなりました。

X社はコンサルティング期間中において、リスケジュールの適用を受けることなく、自助努力

で経営改善を推進しました。
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５．補助金・助成金の活用について

中小企業等が経営改善を進める中で、それまでの業務内容を見直し、新商品の開発や新サービ

スの提供、商品の新たな製造方法や提供方法といった、新規性を有する新たな取り組みを推進す

るケースがあります。

「新規性を有する研究開発」や「連携体を構築し新商品の販路拡大を目指す」、「地域資源を活

用した新商品開発」などに取り組む場合、経済産業省・中小企業庁等では「新たな取り組み」に

よる経営の向上を目指す中小企業に対し、様々な支援策（補助金・助成金）を実施しております。

また、その事業に必要な人材確保を行う場合、厚生労働省等で人の雇い入れに関する助成金制

度を実施しており、申請及び受給要件が合致すれば、返済を要しない資金として有効活用するこ

とができます。

補助金、助成金は確定精算による後払いの性格のものがほとんどであり、一時的に支出分を負

担しなければならないこと、補助金等の種類によっては募集期間や予算が限られているため、タ

イミングの問題があること等がデメリットとなりますが、メリットとして、基本的に返済を要し

ない資金であり有効活用できるということと、国や地方自治体等からの認定された事業というこ

とで、取引先企業や取引金融機関からの信用を得ることができ、社内における社員意識の向上を

促す効果が期待できます。

補助金や助成金を受ける為に新たな取り組みを行うことは本末転倒であり、決して行ってはな

りませんが、今後新たな取り組みを検討している、もしくは現在新たな取り組みを行っていると

いう企業で、申請の諸条件が合致する場合には、金融機関からの借入以外の資金調達方法として

是非有効活用して頂きたいと思います。

【新たな取り組みによる補助金・助成金を受けるためのポイント】
・キーワードは「環境」「リサイクル」「道産食材」「バイオ」「IT」「農商工連携」「産学官連携」「福
祉」等。これらに関する新たな取り組みかどうか。
・「新規性」と「事業化見込み」がしっかりしている取り組みかどうか。
・研究開発が必要な場合、大学、工業試験場、農業試験場等の研究機関等との協力関係があ
ると、事業計画の技術的要素の面でプラス評価されます。

６．おわりに

経営改善が成功するポイントを述べたいと思います。

①経営改善について、その必要性を経営者自身が理解し、真剣に取り組むかどうか。

②従業員が経営者を信じてついてきてくれるかどうか。

③経営者自身が数字に強くなれるかどうか。

④経営改善に協力してくれる金融機関や顧問税理士など、良き相談者に巡り会えるかどうか。

経営改善、経営再建は、会社の基礎体力のあるうちに一刻も早く手を打つべきことと思われま

す。該当するすべての会社が、早期に健全先への復帰を果たし永続企業として歩みをすすめられ

ることを願っております。
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鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

１７年＝１００前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）

２０年度 ９６．１ △７．８ ９４．４ △１２．７ ９８．２ △５．８ ９５．０ △１２．６ １０２．５ △２．４ ９５．３ △５．２
２１年度 ９０．１ △６．２ ８６．１ △８．８ ９２．７ △５．６ ８７．１ △８．３ ９０．８ △１１．４ ８９．５ △６．１
２２年度 r ９３．５ ３．８ r ９４．１ ９．３ ９６．５ ４．１ r ９５．３ ９．４ r ９２．０ １．３ r ９３．０ ３．９
２３年度 p９４．４ １．０ p９３．２ △１．０ p９９．５ ３．１ p９３．３ △２．１ p９３．２ １．３ p１０１．９ ９．６

２３年１～３月 r ９４．８ ０．５ r ９２．８ △１．３ r ９７．０ △１．１ r ９３．２ △２．１ r ８９．３ １．３ r ９８．１ ３．９
４～６月 r ９２．１ △１．５ r ８８．９ △５．８ r ９７．１ △０．４ r ８８．１ △８．３ r ８５．０ △４．１ r１０１．１ ４．６
７～９月 r ９４．９ １．２ r ９３．７ △０．９ r１００．６ ４．７ r ９４．３ △１．６ r ８７．３ △３．０ r１０２．９ ６．０
１０～１２月 r ９３．６ １．２ r ９４．１ △１．６ r ９９．１ ３．５ r ９４．６ △２．２ r ８６．３ △３．１ r１０１．５ ３．８

２４年１～３月 p９６．５ ３．１ p９５．２ ４．７ p１００．５ ４．９ p９５．２ ３．９ p９０．５ １．３ p１０７．５ ９．６
２３年 ３月 r ９３．４ △０．６ r ８２．５ △１２．４ r ９７．１ △１．０ r ８４．３ △１１．９ r ８９．３ １．３ r ９８．１ ３．９

４月 r ９４．４ ０．３ r ８４．５ △１２．７ r ９８．９ １．６ r ８３．１ △１６．０ r ９０．４ ０．９ r ９８．９ ３．６
５月 r ８７．９ △５．０ r ８９．４ △４．６ r ９２．９ △４．１ r ８７．５ △８．０ r ８８．４ △０．３ r１０４．０ ８．０
６月 r ９３．９ △０．１ r ９２．８ △０．６ r ９９．６ ０．９ r ９３．８ △１．７ r ８５．０ △４．１ r１０１．１ ４．６
７月 r ９５．８ ２．０ r ９３．８ △１．７ r１０３．０ ６．９ r ９４．４ △２．６ r ８５．５ △４．８ r１０１．１ ４．４
８月 r ９５．２ ３．２ r ９４．６ １．６ r１００．４ ５．４ r ９４．７ ０．６ r ８７．４ △２．４ r１０２．８ ６．３
９月 r ９３．６ △１．２ r ９２．８ △２．４ r ９８．３ １．７ r ９３．９ △２．６ r ８７．３ △３．０ r１０２．９ ６．０
１０月 r ９４．５ ４．８ r ９４．５ ０．９ r１００．０ ６．３ r ９４．８ ０．０ r ８５．８ △４．５ r１０３．８ ７．５
１１月 r ９２．０ △１．８ r ９２．９ △２．９ r ９８．０ １．３ r ９３．０ △４．１ r ８６．０ △３．３ r１０３．３ ８．６
１２月 r ９４．３ ０．７ r ９５．０ △３．０ r ９９．４ ２．７ r ９６．１ △２．４ r ８６．３ △３．１ r１０１．５ ３．８

２４年 １月 r ９６．８ ３．２ r ９５．９ △１．６ r１０１．１ ６．３ r ９５．０ △１．５ r ９０．３ ３．０ r１０３．６ ２．５
２月 r ９６．３ ３．６ r ９４．４ １．５ r ９９．７ ５．８ r ９５．３ １．５ r ８９．１ １．１ r１０３．１ １．０
３月 p９６．４ ２．５ p９５．３ １３．９ p１００．６ ２．８ p９５．２ １１．１ p９０．５ １．３ p１０７．５ ９．６

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度、前年同月比は原数値による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０年度 ９３３，７２０△５．６ ２０６，５８９△４．２ ２８３，３１７ △６．５ ７８，４４２ △６．７ ６５０，４０４ △５．２ １２８，１４７ △２．５
２１年度 ９２０，８５５△３．６ １９５，６７５△６．４ ２４６，０８６ △４．６ ７０，５４４ △８．６ ６７４，７６９ △３．３ １２５，１３１ △５．１
２２年度 ９３５，２９９△１．２ １９５，７８５△２．０ ２２０，２３３ △３．０ ６７，２６７ △３．１ ７１５，０６７ △０．６ １２８，５１８ △１．４
２３年度 p９４８，４３０△１．０ p１９７，００４△０．９ p２１４，０７１ △２．５ p ６７，２３１ ０．０ p７３４，３５９ △０．６ p１２９，７７３ △１．３

２３年１～３月 ２２８，８５７△１．４ ４６，９９９△２．６ ５２，８２３ △５．８ １５，７３６ △５．５ １７６，０３５ ０．１ ３１，２６３ △１．０
４～６月 ２３０，６５６△２．２ ４７，４５２△１．６ ４９，７８０ △３．６ １５，７２５ △１．５ １８０，８７６ △１．７ ３１，７２７ △１．７
７～９月 ２３０，６２２△１．６ ４８，１４５△１．７ ５１，１２３ △４．２ １５，８５８ △１．６ １７９，４９９ △０．８ ３２，２８７ △１．７
１０～１２月 ２５７，８５９△０．３ ５３，３３７△１．３ ６０，６３２ △１．８ １９，２８７ △０．６ １９７，２２８ ０．２ ３４，０４９ △１．７

２４年１～３月 p２２９，２９２△０．３ p ４８，０７０ １．２ p ５２，５３６ △０．５ p １６，３６１ ３．９ p１７６，７５６ △０．２ p ３１，７１０ △０．１
２３年 ３月 ７９，５７５△２．０ １５，１１７△７．４ １７，８２９ △９．７ ５，００２ △１５．０ ６１，７４６ ０．８ １０，１１５ △２．９

４月 ７７，６４５△１．３ １５，６４６△１．９ １６，８７０ △２．４ ５，１４８ △１．８ ６０，７７５ △０．９ １０，４９８ △１．９
５月 ７６，８８１△２．５ １５，７７４△２．５ １６，４８８ △３．９ ５，２３１ △２．６ ６０，３９３ △２．０ １０，５４３ △２．４
６月 ７６，１３０△２．７ １６，０３３△０．５ １６，４２２ △４．６ ５，３４７ ０．１ ５９，７０８ △２．２ １０，６８６ △０．８
７月 ８２，３４６ ０．９ １７，８４３ ０．８ １９，４７１ △３．８ ６，４９７ △０．４ ６２，８７６ ２．４ １１，３４５ １．５
８月 ７７，１８５△１．９ １５，５７４△２．６ １５，５８１ △４．３ ４，６２９ △２．１ ６１，６０５ △１．３ １０，９４５ △２．９
９月 ７１，０９１△３．９ １４，７２８△３．６ １６，０７２ △４．７ ４，７３２ △２．８ ５５，０１９ △３．７ ９，９９６ △４．０
１０月 ７７，４０７△０．８ １６，０５７△１．４ １７，６７０ △２．８ ５，５１２ △０．８ ５９，７３７ △０．２ １０，５４５ △１．７
１１月 ７７，５１７ ０．８ １６，３７０△２．５ １７，９４９ △０．５ ５，８９１ △２．２ ５９，５６８ １．２ １０，４７９ △２．７
１２月 １０２，９３６△０．７ ２０，９１０△０．３ ２５，０１２ △２．０ ７，８８４ ０．７ ７７，９２３ △０．３ １３，０２６ △０．９

２４年 １月 ７８，９２７△０．４ １７，３８３△１．２ １８，８３０ △１．２ ５，９７４ △１．２ ６０，０９７ △０．２ １１，４０８ △１．２
２月 r ７０，６２５△０．１ r １４，６５９ ０．２ １５，１６９ △４．８ ４，６９１ △０．５ r ５５，４５６ １．３ r ９，９６９ ０．６
３月 p ７９，７４０△０．３ p １６，０２８ ５．０ p １８，５３７ ４．０ p ５，６９６ １４．２ p ６１，２０３ △１．５ p １０，３３２ ０．５

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年同月比は既存店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２１ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１２年６月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１９１／本文　※柱に注意！／０００～０００　主要経済指標  2012.05.18 14.50.33  Page 21 



年月

コンビニエンス・ストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）２２年＝１００
前 年 同
月比（％）２２年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２０年度 ４３０，６２４ ４．８ ８０，５５６ ５．４ １０３．１ １．４ １０２．１ １．１ １００．４６ ８，１１０
２１年度 ４３０，９２２ △１．４ ７９，３８３ △４．２ １００．１ △２．９ １００．４ △１．７ ９２．８０ １１，０９０
２２年度 ４４７，９５１ １．６ ８２，６５７ １．５ ９９．９ ０．１ ９９．９ △０．４ ８５．６９ ９，７５５
２３年度 ４７７，４２６ ３．４ ８９，７５８ ４．６ １００．３ ０．４ ９９．８ △０．１ ７９．０５ １０，０８４

２３年１～３月 １０６，５１４ ４．７ ２０，０２２ ５．９ １００．１ △０．２ ９９．６ △０．５ ８２．３２ ９，７５５
４～６月 １１４，０８１ ３．６ ２１，２４２ ４．９ １００．６ ０．４ ９９．８ △０．４ ８１．７０ ９，８１６
７～９月 １２８，７８０ ２．１ ２３，７７６ ３．７ １００．２ ０．７ ９９．８ ０．１ ７７．８４ ８，７００
１０～１２月 １２１，３９１ ６．２ ２２，７０８ ８．１ ９９．９ ０．０ ９９．６ △０．３ ７７．３９ ８，４５５

２４年１～３月 １１３，１７４ １．９ ２２，０３３ ２．０ １００．６ ０．５ ９９．９ ０．３ ７９．２８ １０，０８４
２３年 ３月 ３７，３０２ ５．４ ７，１１６ ７．２ １００．４ △０．１ ９９．８ △０．５ ８１．７９ ９，７５５

４月 ３５，３８２ １．５ ６，６３０ １．０ １００．６ ０．３ ９９．９ △０．４ ８３．３５ ９，８５０
５月 ３８，６３５ ４．５ ７，１９２ ５．１ １００．７ ０．３ ９９．９ △０．４ ８１．２３ ９，６９４
６月 ４０，０６４ ４．８ ７，４１９ ８．３ １００．５ ０．５ ９９．７ △０．４ ８０．５１ ９，８１６
７月 ４４，１３６ ８．０ ８，２０４ ８．９ １００．３ １．０ ９９．７ ０．２ ７９．４７ ９，８３３
８月 ４４，５９２ ５．４ ８，０９９ ６．６ １００．２ ０．８ ９９．９ ０．２ ７７．２２ ８，９５６
９月 ４０，０５２ △６．８ ７，４７２ △４．１ １００．０ ０．２ ９９．９ ０．０ ７６．８４ ８，７００
１０月 ４０，４０４ ９．２ ７，５８７ １３．５ １００．０ ０．０ １００．０ △０．２ ７６．７７ ８，９８８
１１月 ３８，７５５ ６．０ ７，３１４ ７．３ ９９．７ △０．２ ９９．４ △０．５ ７７．５４ ８，４３５
１２月 ４２，２３２ ３．７ ７，８０６ ４．０ １００．１ ０．１ ９９．４ △０．２ ７７．８５ ８，４５５

２４年 １月 ３７，７３２ １．０ ７，２３５ １．６ １００．２ ０．３ ９９．６ ０．１ ７６．９７ ８，８０３
２月 ３６，５３２ ５．２ ７，０８２ ４．４ １００．４ ０．４ ９９．８ ０．３ ７８．４５ ９，７２３
３月 ３８，９１０ △０．１ ７，７１５ ０．３ １０１．３ ０．９ １００．３ ０．５ ８２．４３ １０，０８４

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年同月比は既存店ベースによ
る。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２０年度 １５０，１２３ △１１．２ ３９，１４５ △１９．２ ６３，４９０ △１１．３ ４７，４８８ △３．４ ３，９０８，８８０ △１１．０
２１年度 １６０，１１６ ６．７ ４９，０７８ ２５．４ ６６，２２３ ４．３ ４４，８１５ △５．６ ４，１７５，４５７ ６．８
２２年度 １５２，７３４ △４．６ ４６，５９２ △５．１ ６２，４６２ △５．７ ４３，６８０ △２．５ ３，７８８，３１５ △９．３
２３年度 １５７，８５８ ３．４ ４７，８０６ ２．６ ６３，７１５ ２．０ ４６，３３７ ６．１ ４，００９，９８８ ５．９

２３年１～３月 ３６，０４０ △２３．６ １０，３２８ △３３．９ １４，５９１ △２０．３ １１，１２１ △１６．３ ９６３，６８６ △２５．６
４～６月 ３０，０７６ △３１．２ ８，１９９ △３８．７ １２，９６１ △２９．１ ８，９１６ △２６．３ ６４８，６８２ △３３．６
７～９月 ４０，９０４ △１１．８ １２，４８５ △１５．０ １７，２８８ △１０．５ １１，１３１ △９．８ ９７８，１６１ △１１．０
１０～１２月 ３３，２４１ ２５．０ １０，６０７ ２９．４ １２，２７２ １９．４ １０，３６２ ２７．５ ９３４，２５９ ２４．６

２４年１～３月 ５３，６３７ ４８．８ １６，５１５ ５９．９ ２１，１９４ ４５．３ １５，９２８ ４３．２ １，４４８，８８６ ５０．３
２３年 ３月 １６，２７９ △３２．７ ４，８２０ △４０．５ ６，７８８ △２９．１ ４，６７１ △２８．４ ３６３，５７３ △３７．４

４月 ７，５８３ △４８．７ ２，００６ △５３．０ ３，２８３ △４９．５ ２，２９４ △４３．０ １５３，５２９ △４８．５
５月 ８，０９７ △３７．７ ２，２７１ △４３．９ ３，０６３ △４０．３ ２，７６３ △２７．８ ２００，４６０ △３３．３
６月 １４，３９６ △９．７ ３，９２２ △２２．４ ６，６１５ △０．６ ３，８５９ △８．９ ２９４，６９３ △２１．９
７月 １４，３７７ △１９．１ ４，０７１ △２４．５ ６，５７９ △１９．４ ３，７２７ △１１．５ ３１２，８３５ △２５．６
８月 １１，４２１ △１６．５ ３，４４６ △１７．４ ４，８１６ △１８．０ ３，１５９ △１３．０ ２７３，２７７ △２６．０
９月 １５，１０６ １．３ ４，９６８ △３．２ ５，８９３ １１．６ ４，２４５ △５．７ ３９２，０４９ △２．１
１０月 １２，２２２ ２８．８ ３，７５７ ３５．６ ４，７４３ ３２．１ ３，７２２ １８．９ ３２０，７７８ ２７．５
１１月 １１，８１７ ２３．９ ３，７０４ ２１．４ ４，３５３ １３．３ ３，７６０ ４２．２ ３２３，６５９ ２５．１
１２月 ９，２０２ ２１．５ ３，１４６ ３２．３ ３，１７６ １１．７ ２，８８０ ２２．６ ２８９，８２２ ２０．９

２４年 １月 １１，９６１ ３９．５ ３，４９６ ４９．８ ４，６２９ ３２．７ ３，８３６ ３９．３ ３５８，６８５ ３８．４
２月 １４，６１１ ３０．６ ４，３８７ ３８．２ ５，６４６ ３０．８ ４，５７８ ２３．８ ４４９，２８５ ３１．７
３月 ２７，０６５ ６６．３ ８，６３２ ７９．１ １０，９１９ ６０．９ ７，５１４ ６０．９ ６４０，９１６ ７６．３

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（２）

― ２２ ―北洋銀行 調査レポート ２０１２年６月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１９１／本文　※柱に注意！／０００～０００　主要経済指標  2012.05.18 14.50.33  Page 22 



年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２０年度 ３６，０５０ △１５．０ １０，３９２ ０．３ ８５８，０８２ △２．９ １１７，９５１ ０．１ ９７，２２１ △１３．１
２１年度 ２７，６１６ △２３．４ ７，７５３ △２５．４ ９３７，６６５ ９．３ １２３，７７６ ４．９ ７７，４０５ △２０．４
２２年度 ２９，９２２ ８．４ ８，１９０ ５．６ ８１９，４４０ △１２．６ １１２，８２７ △８．８ ８４，４８０ ９．１
２３年度 ３１，５７３ ５．５ ８，４１２ ２．７ ７４９，５８３ △８．５ １１２，２４９ △０．５ ８９，７４２ ６．２

２３年１～３月 ５，９０７ １８．９ １，９２４ ３．２ １６３，０８０ ２４．５ ２４，１９４ △３．２ ２３，５３０ ８．９
４～６月 ８，７３３ １０．０ ２，０３２ ４．１ ２６６，５０６ △３．７ ２８，１３６ △９．３ ２１，８５２ ９．８
７～９月 ８，７３４ ５．６ ２，２９６ ７．９ ２３７，０９８ △５．０ ３１，１４２ △３．４ ２３，１２２ ５．８
１０～１２月 ８，９５３ １４．８ ２，０９０ △４．５ １１７，６３２ △９．４ ２６，２８３ ３．６ ２０，４５８ ６．７

２４年１～３月 ５，１５３ △１２．８ １，９９５ ３．７ １２８，３４７ △２１．３ ２６，６８８ １０．３ ２４，３１０ ３．３
２３年 ３月 ２，１６０ △９．４ ６３４ △２．４ １２８，２１２ ２５．０ １２，９４２ △３．５ １１，３９０ ９．１

４月 ２，６７６ ５．１ ６６８ ０．３ １１８，１６１ △１４．４ １１，７９７ △１１．２ ６，５９０ △０．２
５月 ２，７４８ １３．８ ６３７ ６．４ ７３，３１３ ２１．９ ６，３５５ △１４．１ ６，３５６ １０．５
６月 ３，３０９ １１．０ ７２７ ５．８ ７５，０３２ △４．６ ９，９８４ △３．４ ８，９０５ １７．９
７月 ３，２５３ １５．２ ８３４ ２１．２ ８８，４６３ △１６．７ ９，５９７ △１５．９ ６，５８９ ４．０
８月 ３，０９２ ５．１ ８２０ １４．０ ７４，６１６ １．１ ９，５３６ ３．５ ６，８１５ ２．１
９月 ２，３８９ △４．７ ６４２ △１０．８ ７４，０１９ ６．４ １２，００９ ３．３ ９，７１８ ９．８
１０月 ３，２７９ １７．７ ６７３ △５．８ ５５，２８７ △０．４ １０，７０２ ３．２ ６，１５８ １．５
１１月 ３，４６５ ３２．６ ７２６ △０．３ ４１，２４７ ４．７ ８，４４７ ６．８ ６，６０７ １２．５
１２月 ２，２０９ △８．０ ６９１ △７．３ ２１，０９８ △３９．７ ７，１３４ ０．６ ７，６９３ ６．３

２４年 １月 １，３３０ △３１．８ ６６０ △１．１ １０，６９４ △４０．４ ５，６６１ ８．５ ５，９１５ ５．７
２月 ２，０８４ １６．０ ６６９ ７．５ １３，４３１ △２０．６ ７，０４９ １６．８ ７，１２７ ８．９
３月 １，７３９ △１９．５ ６６６ ５．０ １０４，２２２ △１８．７ １３，９７８ ８．０ １１，２６９ △１．１

資料 国土交通省 北海道建設業信用保証� 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（常用）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍
原数値

％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）原数値

２０年度 １２，２５３ △４．４ ０．４３ ０．７３ ５．０ ４．１ ７４１ ２１．５ １６，１４６ １２．４
２１年度 １１，５３９ △５．８ ０．３５ ０．４２ ５．２ ５．２ ４８９ △３４．０ １４，７３２ △８．８
２２年度 １１，１７１ △３．２ ０．４１ ０．５１ ５．２ ５．０ ４５６ △６．７ １３，０６５ △１１．３
２３年度 １０，７２２ △４．０ ０．４６ ０．６２ ５．２ ４．５ ４６４ １．８ １２，７０７ △２．７

２３年１～３月 ２，２５２ △１０．８ ０．４３ ０．６０ ５．３ ４．８ １２５ １４．７ ３，２１１ △７．４
４～６月 ２，１５３ △１９．９ ０．３９ ０．５１ ５．９ ４．７ １２３ ８．８ ３，３１２ △０．３
７～９月 ３，４８６ △３．３ ０．４５ ０．５９ ５．１ ４．４ １０４ △６．３ ３，１０８ △３．８
１０～１２月 ２，６４３ ０．７ ０．４９ ０．６７ ４．４ ４．３ １０２ △４．７ ３，１０３ △５．９

２４年１～３月 ２，４４１ ８．４ ０．５３ ０．７３ ５．５ ４．５ １３５ ８．０ ３，１８４ △０．８
２３年 ３月 ６６０ △２７．６ ０．４４ ０．６０ ５．３ ４．９ ４５ ２５．０ １，１８３ △９．９

４月 ５６２ △２５．３ ０．４０ ０．５２ ↑ ４．９ ５２ １５．６ １，０７６ △６．７
５月 ７４５ △１９．５ ０．３８ ０．５０ ５．９ ４．６ ３７ ５．７ １，０７１ ４．８
６月 ８４７ △１６．２ ０．４０ ０．５１ ↓ ４．７ ３４ ３．０ １，１６５ １．４
７月 １，０６６ △６．３ ０．４２ ０．５４ ↑ ４．７ ３４ △１２．８ １，０８１ １．４
８月 １，２９０ △２．０ ０．４５ ０．５９ ５．１ ４．４ ４２ ２３．５ １，０２６ △３．５
９月 １，１３０ △１．９ ０．４９ ０．６３ ↓ ４．２ ２８ △２６．３ １，００１ △９．１
１０月 １，０１０ ０．５ ０．４９ ０．６５ ↑ ４．４ ３１ ３．３ ９７６ △１４．０
１１月 ７９２ △２．０ ０．５０ ０．６７ ４．４ ４．３ ３８ ２．７ １，０９５ ３．２
１２月 ８４０ ３．５ ０．４９ ０．６９ ↓ ４．２ ３３ △１７．５ １，０３２ △６．３

２４年 １月 ７６２ △２．４ ０．５１ ０．７２ ↑ ４．５ ３３ △１５．４ ９８５ △５．３
２月 ７８７ △２．９ ０．５４ ０．７４ ５．５ ４．４ ５０ ２２．０ １，０３８ ５．１
３月 ８９２ ３５．１ ０．５４ ０．７３ ↓ ４．７ ５２ １５．５ １，１６１ △１．８

資料 北海道観光振興機構 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■年度および四半期の
数値は月平均値。

■北海道の年度は暦年
値。

主要経済指標（３）

― ２３ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１２年６月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１９１／本文　※柱に注意！／０２１～０２４　主要経済指標  2012.05.21 19.01.54  Page 23 



年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２０年度 ３７７，１５４ △１．１ ７１１，４５６ △１６．４ １，５５２，４４９ １１．９ ７１９，１０４ △４．１
２１年度 ３２２，６４２ △１４．５ ５９０，０７９ △１７．１ ９７７，６６３ △３７．０ ５３８，２０９ △２５．２
２２年度 ３４２，５２７ ６．２ ６７７，８８８ １４．９ １，２２８，５４０ ２５．７ ６２４，５６７ １６．０
２３年度 p３７４，３１３ ９．３ ６５２，８１４ △３．７ p１，６３６，４３７ ３３．２ p６９６，９７５ １１．６

２３年１～３月 ８６，５２５ ２．０ １６４，１７７ ２．４ ３６１，２７８ ２７．２ １６１，０６９ １１．７
４～６月 ９２，４９１ １２．６ １５６，９０６ △８．１ ３７３，１１０ ２６．１ １６９，６４５ １０．５
７～９月 ９７，２４２ １６．１ １７１，１１３ ０．５ ３７３，４０６ ３４．９ １７５，３０２ １３．８
１０～１２月 ９１，３４１ １．４ １６３，２７０ △５．５ ４２３，３５０ ４３．８ １７５，０９５ １２．４

２４年１～３月 p ９３，２３９ ７．８ １６１，５２６ △１．６ p４６６，５７１ ２９．１ p１７６，９３２ ９．８
２３年 ３月 ３３，３５７ １３．７ ５８，５８５ △２．４ １２３，３０３ ２７．３ ５６，８７６ １２．２

４月 ３２，５０８ １１．１ ５１，５６６ △１２．４ １３３，７６３ １９．８ ５６，３４４ ９．２
５月 ３６，３０２ ５２．０ ４７，５９３ △１０．３ １３９，０４８ ５９．５ ５６，２００ １２．４
６月 ２３，６８１ △１８．４ ５７，７４６ △１．６ １００，２９９ ３．３ ５７，１０２ ９．９
７月 ３０，４２１ △７．６ ５７，８１８ △３．３ １２０，３１０ ２２．３ ５７，１２０ ９．９
８月 ３１，６７０ ４２．９ ５３，５５７ ２．８ １３３，０４６ ７１．３ ６１，３３１ １９．２
９月 ３５，１５１ ２２．６ ５９，７３８ ２．３ １２０，０５０ １９．１ ５６，８５０ １２．２
１０月 ３０，３４９ △１．０ ５５，０６９ △３．８ １３２，４０７ ４６．１ ５７，８９９ １７．９
１１月 ３２，２１４ ３２．７ ５１，９６２ △４．５ １４６，３８２ ６２．０ ５８，８７４ １１．５
１２月 ２８，７７８ △１８．２ ５６，２３９ △８．０ １４４，５６１ ２７．４ ５８，３２２ ８．２

２４年 １月 ２８，２８９ ３．９ ４５，１０５ △９．２ r １５４，６１１ ３３．８ ５９，９１９ ９．６
２月 r ２８，６８３ １０．６ ５４，３８４ △２．７ r １５５，３１７ ２６．９ r ５４，１３０ ９．３
３月 p ３６，２６７ ８．７ ６２，０３７ ５．９ p１５６，６４３ ２７．０ p ６２，８８３ １０．６

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２０年度 １２９，９５１ ２．０ ５，６４７，０１９ ２．６ ９１，０５６ ２．３ ４，２２２，５９３ ４．３
２１年度 １３４，９７０ ３．９ ５，７９６，０７８ ２．６ ９２，７４６ １．９ ４，１６１，６９７ △１．４
２２年度 １３８，０１４ ２．３ ５，９７２，６６５ ３．０ ９２，９８６ ０．３ ４，１３７，９１１ △０．６
２３年度 １４１，９５７ ２．９ ６，１０１，２２５ ２．２ ９３，８９２ １．０ ４，１７４，２９８ ０．９

２３年１～３月 １３８，０１４ ２．３ ５，９７２，６６５ ３．０ ９２，９８６ ０．３ ４，１３７，９１１ △０．６
４～６月 １３７，４６６ １．９ ５，９４９，８２８ ２．６ ９０，５７３ ０．４ ４，０８２，２２３ △０．３
７～９月 １３７，４０２ ２．４ ５，９３３，９１０ ２．７ ９２，３４２ ０．８ ４，１２２，２５７ ０．４
１０～１２月 １３８，２２１ １．６ ５，９６９，４３０ ３．５ ９２，２５２ ０．１ ４，１３４，９６６ １．０

２４年１～３月 １４１，９５７ ２．９ ６，１０１，２２５ ２．２ ９３，８９２ １．０ ４，１７４，２９８ ０．９
２３年 ３月 １３８，０１４ ２．３ ５，９７２，６６５ ３．０ ９２，９８６ ０．３ ４，１３７，９１１ △０．６

４月 １３７，８２０ ２．４ ５，９５２，４４４ ３．０ ９２，９３６ ０．５ ４，０９５，７２８ △０．２
５月 １３６，６７７ １．６ ５，９５８，００８ ２．８ ９１，３０９ ０．０ ４，０７２，７４８ △０．４
６月 １３７，４６６ １．９ ５，９４９，８２８ ２．６ ９０，５７３ ０．４ ４，０８２，２２３ △０．３
７月 １３６，５７９ １．９ ５，８８９，９６８ ２．７ ９０，８３４ ０．４ ４，０８１，４３８ △０．１
８月 １３６，３６２ １．８ ５，８９７，３９４ ２．７ ９０，８３２ ０．５ ４，０６６，０１５ ０．０
９月 １３７，４０２ ２．４ ５，９３３，９１０ ２．７ ９２，３４２ ０．８ ４，１２２，２５７ ０．４
１０月 １３６，２１２ １．８ ５，８９９，８７０ ３．０ ９１，５３１ ０．１ ４，０８９，１０１ ０．５
１１月 １３６，８８６ １．７ ５，９５２，９７９ ３．４ ９１，２６５ ０．２ ４，０９２，１９７ ０．８
１２月 １３８，２２１ １．６ ５，９６９，４３０ ３．５ ９２，２５２ ０．１ ４，１３４，９６６ １．０

２４年 １月 １３６，４９７ １．９ ５，９５１，５４４ ３．３ ９１，７４１ ０．２ ４，１０３，３８３ ０．９
２月 １３６，５３７ １．６ ５，９５５，９８３ ２．６ ９２，０２７ ０．４ ４，１０９，７７０ １．１
３月 １４１，９５７ ２．９ ６，１０１，２２５ ２．２ ９３，８９２ １．０ ４，１７４，２９８ ０．９

資料 日本銀行

主要経済指標（４）

― ２４ ―北洋銀行 調査レポート ２０１２年６月号
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●道内経済の動き 

●平成24年度道内企業の新規採用と雇用動向 

●中小企業における経営改善のポイントについて 
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